平成２１年　職員の給与等に関する報告及び勧告について（概要）

平成２１年１０月５日　熊本市人事委員会
本年の勧告及び報告のポイント
職種別民間給与実態調査の結果、本市が民間の給与水準を上回っていることから、月例給、特別給（期末・勤勉手当）とも、引き下げることが適当
・月例給の引下げ　△０．１７％（△６４１円）
・特別給の引下げ　△０．３５月分（４．５０月分→４．１５月分）
１　人事委員会の給与勧告制度の趣旨
人事委員会の給与勧告制度は、地方公務員の労働基本権制約の代償措置として設けられている制度であり、民間準拠によって職員の給与を決定する仕組みは、市民の理解を得られる給与水準を保障するとともに、労使関係の安定、公務の公正かつ能率的な運営に重要な意義
２　民間との給与比較
（１）職種別民間給与実態調査の概要
市内の102事業所（企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の216事業所から無作為抽出）を対象に、本年4月の従業員の給与等について調査を実施

（２）公民の給与比較

○　給与の較差（一般行政職職員と民間の同種の従業員の給与の比較）

	民　間（Ａ）
	職　員（Ｂ）
	較差（Ａ）－（Ｂ）

	379,295円
	379,936円
	△　641円（△0.17％）


※　昨年の較差　　87円（0.02％）
○　期末・勤勉手当の支給割合の較差
	民　間（Ａ）
	職　員（Ｂ）
	較差（Ａ）－（Ｂ）

	4.13月分
	4.50月分
	△　0.37月分（△8.2％）


※　昨年の較差　　△　0.02月分

３　 給与の改定等について
（１）給料表の引下げ
　　　公民較差及び国の俸給表の改定状況を考慮した引下げが必要
（２）特別給（期末勤勉手当）の引下げ
　職員の年間支給月数（4.50月分）が民間の年間支給月数（4.13月分）を上回っていることから、年間支給月数を0.35月分引き下げることが必要
（３）実施時期等

条例公布日の属する月の翌月の初日から実施。

なお、本年４月から改定実施日の前日までの期間に係る公民較差相当分を解消するため、所要の調整措置が必要
４　 その他報告事項
（１）給与にかかる諸課題について
持家に係る住居手当については、国との給与制度の均衡の観点から、廃止について検討が必要。また、臨時的任用職員について、引き続き処遇改善に向けた検討が必要

（２）人事管理について

ア　職員の任用
　　有能な人材を選抜するため、採用試験のあり方について調査研究が必要。職員の登用については、透明性・公平性・納得性の高い制度とすることはもとより、職場の活性化をリードするような人材の登用が必要。

　　また、女性職員につき、係長昇任試験制度等へ挑戦し、その多様な能力を十分に発揮することを要望。

イ　時間外勤務の縮減
　　本年に策定された「新たな時間外勤務縮減対策」を着実に実行することを要望。また、所属長は業務を適切に管理し、組織として時間外勤務の縮減に取り組むことを要望。
ウ　両立支援の推進

　　育児休業等の制度の周知及び利用しやすい職場環境の整備に努め、職員の仕事と生活のバランスが図れるよう両立支援を推進することが必要
エ　メンタルヘルス（心の健康）対策
　　　　メンタル相談の件数や心の病による休職者数は増加しており、予防、早期発見及び再発防止などに今後も計画的・継続的に取り組むことが必要
オ　政令市移行を見据えた人事行政のあり方について
　　　　政令市の行政運営を担うための人材の確保・育成等が重要。また、職員の勤務条件については、市民の理解と納得が得られるよう、給与制度等についての検討が必要

【　参考　】
○　勧告による年間給与の影響額（推計）
	勧告前
	勧告後
	影響額

	632.8万円
	617.7万円
	△15.1万円（△2.4％）


　　　　一般行政職職員（平均年齢４２歳、配偶者・子２人）
　

○　勧告が実施された場合の人件費への影響額（推計）
　　　△　約９億２百万円
　　　　　　企業職員、業務職員を含む全職員（5,993人）分

　○　人事院勧告の概要

　　　・月例給の引下げ　△　0.22％（△　863円）

　　　・特別給の引下げ　△　0.35月分（4.50月分→4.15月分）










